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【性的指向に関しての判断】〈判決12頁8行目～13頁7行目〉 

(2)ア 性的指向とは、人が情緒的、感情的、性的な意味で、人に対して魅力を感じることであり、このような

恋愛、性愛の対象が異性に対して向くことが異性愛、同性に向くことが同性愛である。性的指向が決定される

原因、又は同性愛となる原因は解明されておらず、遺伝的要因、生育環境等複数の要因が組み合わさって作用

している可能性が指摘されているが、精神医学に関わる大部分の専門家団体は、ほとんどの人の場合、性的指

向は、人生の初期か出生前に決定され、選択するものではないとしており、心理学の主たる見解も、性的指向

は意思で選ぶものでも、意思により変えられるものでもないとしている。性的指向が障害や疾患の一つである

という考えは受け入れられなくなった（認定事実(1)ア）。 

以上のような性的指向の性質を踏まえると、人は生物学的に男か女かのどちらかで出生するけれども、どち

らであっても、生物学的な機能の存在とは別に性的指向を有することがあるのだから、異性を愛する場合と同

性を愛する場合を比べると、生まれながらの指向の違いがあるにすぎないといえる。そうすると、恋愛や性愛

は個人の尊重における重要な一要素であり、これに係る性的指向は、生来備わる人としてのアイデンティティ

であるのだから、個人の尊重に係わる法令上の保護は、異性愛者が受けているのであれば、同性愛者も同様に

享受されるべきである。したがって、性的指向は、重要な法的利益であるということができる。なお、同性愛

のみならず、対象が異性と同性の双方の場合、自身の性を自認できない場合なども同じように考えることがで

きるが、本件では、控訴人らの主張に基づき、同性愛と異性愛、同性婚と異性婚について検討する。 

以上のとおり、性的指向は生来備わる性向であり、社会的には異性愛者と同性愛者それぞれの取扱いを変え

る本質的な理由がないといえ、同時に、その個人からみれば、人が個人として尊重される基礎であり、その個

人の人格の象徴であって、人格権のー内容を構成し得るものというべきである。 

 

【同性愛の方々が、自分の存在の意義を失うという喪失感に苛まれているとの指摘】〈判決14頁9行目～23行目〉 

(3) もっとも、性的指向及び同性間の婚姻の自由は、人格権の一内容を構成し得る重要な法的利益ということ
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ができる。性的指向は、社会的には異性愛者と同性愛者を本質的に区別する理由がなく、人が個人として尊重

される基礎であり、その個人の人格の一要素でもあることから、社会の制度上取扱いに不利益があれば、その

ことによりいわゆるアイデンティティの喪失感を抱き、人としての存在を否定されたとの思いに至ってしまう

ことは容易に理解できることである。 

控訴人らは、人として、同じく人である同性パートナーを愛し、家族としての営みを望んでいるにもかかわ

らず、パートナーが異性でなく、同性であるという理由から、当事者以外の家族の間で、職場において、社会

生活において、自身の存在の意義を失うという喪失感に苛まれているのであって（甲 B 4~ 9、原審原告番号

1、2、4、5及び6の各本人尋問の結果）、個人の尊重に対する意識の高まった現在において、性的指向による

区別を理由に、このような扱いを受けるいわれはなく、これは憲法が保護する個人の尊厳に 

かかわる問題であるということができる。 

 

【憲法24 条1 項についての判断】〈判決17頁21行目～25行目） 

性的指向及び同性間の婚姻の自由は、個人の尊重及びこれに係る重要な法的利益であるのだから、憲法24

条1項は、人と人との間の自由な結びつきとしての婚姻をも定める趣旨を含み、両性つまり異性間の婚姻のみ

ならず、同性間の婚姻についても、異性間の場合と同じ程度に保障していると考えることが相当である。 

 

【憲法24 条についての判断】〈判決22頁23行目～23頁3行目〉 

キ 以上の点を総合的に考慮すると、本件規定は、異性間の婚姻のみを定め、同性間の婚姻を許さず、これに

代わる措置についても一切規定していないことから、個人の尊厳に立脚し、性的指向と同性間の婚姻の自由を

保障するものと解される憲法24条の規定に照らして、合理性を欠く制度であり、少なくとも現時点において

は、国会の立法裁量の範囲を超える状態に至っていると認めることが相当である。 

したがって、本件規定は、憲法24条に違反する。 
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【憲法14 条1 項についての判断】〈判決26頁8行目～27頁1行目〉 

カ 現状を見てみると、本件規定が同性婚を許していないため、同性愛者は婚姻することができず、これによ

る制度的な保障が受けられないことから、異性婚の成立によって享受が可能となる様々な制度が適用されない

という著しい不利益を受けている。このことは、日常の生活、職場の関係、社会上の生活の各場面においてそ

うであるし、不慮の出来事が起きた場合にも同様であって、要するに人としての営みに支障が生じているとい

うことである。 

キ 同性愛者も、婚姻することができなくても、契約や遺言により、ある程度までは婚姻と似たような一定の

効果を受けることが可能である。しかし、代替的な措置により不利益を受けないことが合理的な区別の理由に

なるものかは判然としないが、これを措くとしても、婚姻による効果は、民法のほか、各種の法令で様々なも

のが定められており、代替的な措置によって、同性愛者が婚姻することができない場合の不利益を解消するこ

とができるとは認め難い。 

(4) 以上からすれば、国会が立法裁量を有することを考慮するとしても、本件規定が、異性愛者に対しては婚

姻を定めているにもかかわらず、同性愛者に対しては婚姻を許していないことは、現時点においては合理的な

根拠を欠くものであって、本件規定が定める本件区別取扱いは、差別的取扱いに当たると解することができ

る。 

 したがって、本件規定は、憲法14条1項に違反する。 

 

【 「対策を急いで講じる必要がある」との付言】〈判決28頁12行目～19行目〉 

何より、同性間の婚姻を定めることは、国民に意見や評価の統一を求めることを意味しない。根源的には個人

の尊厳に関わる事柄であり、個人を尊重するということであって、 同性愛者は、日々の社会生活において不

利益を受け、自身の存在の喪失感に直面しているのだから、その対策を急いで講じる必要がある。したがっ

て、喫緊の課題として、同性婚につき異性婚と同じ婚姻制度を適用することを含め、早急に真摯な議論と対応

をすることが望まれるのではないかと思われる。 


